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１　諸言　 

　2011 年 3 月 11 日，太平洋三陸沖を震源に未曽有の災

害が生じた。内閣府の報告 (1) によると，死者・行方不

明者の人的被害はおよそ 2 万人，避難者数は 7 万人と報

告されている。震源に近い東北地方の被害は大きく，特

に沿岸部では津波による被害もあり，長期的な復旧作業

が行われている。

　被害は，学校環境にも変化をもたらした。例えば，救

援物資の保管所として利用されているケース，仮設住宅

として利用されているケース，そして，浸水によって利

用できない施設があるケースなどがある。宮城県教育委

員会 (2) によると，2011 年 11 月 8 日時点で学校が当面再

開できない状況の小中学校は数多くあり，学校によって

は，仮設校舎で授業を行ったり，あるいは近くの学校を

間借りして授業を行ったりしていた。これら学校環境の

変化が，子どもたちの生活習慣に影響を及ぼしている

ことは容易に想像がつく。1995 年の阪神・淡路大震災，

2004 年の新潟県中越地震の災害時には学校環境の変化

が報告され (3,4)，それら報告によると，子どもの心身の

健康を取り戻すためには，日常生活を早期に取り戻すこ

とが重要であること (3)，決まった時間に寝起きする，学

校に行く，勉強するなど規則的な生活習慣を取り戻すこ

と (4) と述べられている。

　子どもの日常生活を構成する重要な生活習慣の一つと

して，運動・遊びなどの身体活動が挙げられる。身体活

動によるサポートは，早期に元気な子どもの姿を取り戻

すことに役立つ可能性がある。身体活動には，心身への

効果が報告 (5) されており，例えば，肥満症，循環器系，

筋力・筋持久力，骨，血漿資質，リポタンパク質，メン

タルヘルスの改善 (6-10) が期待されている。ここでいう身

体活動とは，従来の運動・スポーツ活動に加えて，日常

生活活動も含めた広義の運動・遊びを指しており，近年，

国内外で活動を包括的に捉えた身体活動を推進させるこ

とが推奨されるようになった (5, 11)。災害後，規則的な日

常生活を取り戻すために，あるいは，将来ある子どもの

心身の健全な育成のために，日常生活活動も含めた身体

活動に関する健康教育を進めていく必要がある (12)。しか

しながら，震災によって被害を受けた子どもの身体活動

状況を報告したものはみあたらず，身体活動状況につい

て把握することが求められる。

　以上より，本研究では，東日本大震災によって被害が

生じた中学生の，震災半年後の身体活動状況を明らかに
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することを目的とし，被災が最小限だった地域の生徒と

比較検討した。対象地域は，宮城県東松島市と青森市で

あり，被害状況について，宮城県総務部危機対策課 (13)

によると，東松島市の人的被害では，死亡・行方不明者

が，1,163 人であり，震災前の人口（42,859 人）におけ

る人口比で除すると，およそ 3% に相当する。この値は，

宮城県内でも 4 番目の値となる。一方，青森市の人的被

害はほぼなかったと報告された。建物被害では，東松島

が全壊・半壊 10,903 棟，青森がほぼ無かった。災害時

における身体活動状況が分かれば，震災からの復旧，あ

るいはこのような災害時における健康支援活動への一資

料となる。

２　方法

1)　対象者と調査方法

　調査対象は，宮城県東松島市，青森県青森市の 2 中学

校に通う生徒とし，分析対象は，沿岸からおよそ 3.2 キ

ロメートルにある A 中学校の生徒 374 名（男子 191 名，

女子 182 名，無回答 1 名）と，青森県青森市にある B

中学校の生徒 399 名（男子 190 名，女子 207 名，無回答

2 名）とした。表 1 には分析対象者を示した。2011 年

7 月下旬の夏休み前に調査を行い，8 月上旬にかけて調

査を回収した。宮城県内の A 中学校には，研究者らが，

直接，調査票を学校長に渡し，その後学校長から各担任

教諭へ配付された。調査は，およそ 30 分間で実施された。

調査票の回収は，研究者らが学校へ訪問し，学校長を通

じて行われた。一方，青森県内の B 中学校へは同時期

に郵送し，生徒が回答，記入後に返送してもらうように

した。

　本調査は，調査票を配布する前に研究に関する詳細な

説明を学校長に行い，数回にわたる協議を重ね了承を得

て行われた。生徒に対しては各担任教諭が説明を行い，

同意のもとで調査は行われた。震災 5 か月後に調査した

のは，学校現場が徐々に活力を取り戻し，生徒の健康と

関わる活動状況を一つの復旧の目安と学校は捉え，その

状況の把握のため調査依頼があったからである。本研究

は疫学研究の倫理指針 (14) に準じており，東北学院大学

倫理委員会の了承を得て行われた。

 

2)　調査項目

　調査項目は，人口統計学的項目（学年，身長，体重），

及び身体活動状況を評価するため，世界保健機関（World 

Health Organization，以下 WHO）で利用されている WHO 

Health Behavior in Schoolchildren survey（HBSC）（15,16） の

運動・スポーツ項目，及び国際標準化身体活動質問票

（International Physical Activity questionnaire，以下 IPAQ）(17,18）

項目の一部である非活動時間を参考に設問した。

　HBSC は，高倉ら (15) を参考に作成した。項目は，運

動・スポーツ活動の頻度と時間を 2 項目で質問されてい

る。この調査票を選択したのは，既に先行研究 (15) にお

いて信頼性と妥当性が検証されており，かつ項目数が少

ないため，対象者，教諭への負担が少なく評価できると

考えたからである。頻度に関する項目は，質問文が「あ

なたは，ふだん，授業以外で息切れしたり汗をかいたり

するくらいの運動・スポーツ活動を何回しますか」に対し

て，「毎日」，「週に 4 ～ 6 回」，「週に 2 ～ 3 回」，「週に 1 回」，「月

に 1 回」，「月に 1 回未満」，｢まったくしない」の 7 項目で

評定した。一方，時間に関する項目は，質問文が「あな

たは，ふだん，授業以外で息切れしたり汗をかいたりす

るくらいの運動・スポーツ活動を 1 週間に何時間します

か」であり，「ぜんぜんしない」，「週に約 30 分」，「週に

約 1 時間」，「週に約 2 ～ 3 時間」，「週に約 4 ～ 6 時間」，

｢ 週に 7 時間以上」の 6 項目で評定した。これら項目に

対して，先行研究（15,16）を参考に，｢ 活動的 ｣，｢ 不活動

的 ｣ の 2 つに分類した。すなわち，「週に 2 ～ 3 回」以上，

かつ「週に約 1 時間」以上と回答した者を「活動的 ｣ と

し，それ以外の「週に１回」以下，または「週に約 30 分」

以下と回答した者を「不活動的」と分類した。

　先行研究 (16) では，平均年齢 13.1 歳，及び平均年齢

15.1 歳の生徒を対象に，これら「活動」,「不活動」の 2

基準と 20 ｍシャトルランによる全身持久力との関係を検

討し，「活動的」群に分類された者は，「不活動」群に分

類された者に比べてシャトル回数が多く , 全身持久力が

高かったと報告されている。これら調査は，2 週間間隔

の再テストによる信頼性が検討されており , 頻度項目 ,

時間項目 , 頻度と時間による項目のκ統計量は 0.12 から

0.70 を示し , 単純一致率は 28% から 85% を示していた。

　一方，非活動時間は，村瀬ほか (18) が作成した日本語

版を参考に項目を作成した。項目の質問文は ｢ 毎日座っ

たり寝転んだりして過ごしている時間（学校の授業，自

宅での勉強中，余暇時間など）についてです。机に向かっ

たり，友人とおしゃべりをしたり，読書をしたり，座っ

表 1　被害を受けた A 中学校と被害が最小だった B 中学校

　　　の対象者数（人）



－ 229 －

たり，寝転んでテレビを見たりといった全ての時間

を含みます。なお，睡眠時間は含めないで下さい。

通常，1 日合計してどのくらいの時間座ったり寝転

んだりして過ごしますか。｣ であり，質問に対して，

1 日あたりの平日，及び休日について実時間を記入

してもらうようにした。近年では，これら低強度の

活動と健康との関連性が報告され，独立した項目と

して調査することが重視されるようになったため，

本研究では運動・スポーツ活動に加えて非活動時間

を調査項目とした (19, 20）。

　また，学校区の被災状況を確認するため，宮城県

内の A 中学校のみ，体育教諭 5 名に学校，及び学

区内の運動・スポーツ施設（公民館，公営体育館，

グラウンド，フィットネスクラブなど）の現状を自

由記述式で回答してもらった。

3)　分析方法

　2 つの地域の対象者の身体特性を検討するため，性，

学年の分布割合はχ2 検定を，身長（cm），体重（kg），

及び身長体重から算出した Body Mass Index（BMI）（kg/

m2）については，対応のない t 検定を行った。HBSC で

2 分類された ｢ 活動的 ｣，｢ 不活動的 ｣ の割合の差の検

定については，χ2 検定を用いて分析した。平日，休日

の 1 日あたりの非活動時間（分）の差の検定は対応のな

い t 検定を用いた。

　全ての分析は，統計ソフト SPSS17.0 for Windows を使

用し，統計上の有意水準は 5％とした。

３　結果

　表 2 には，対象者の身体特性を示した。A 中学校と B

中学校の生徒の身長，体重，BMI に違いがみられなかっ

た。

　表 3 には，A 中学校と B 中学校の運動・スポーツ活

動の実施者割合を示した。中学 2 年生に違いがみられ（χ2 

(1) = 6.98, P = 0.010），被災地の東松島市にある A 中学校の方

が活動している者が多かった。特に，A 中学校の男子は

67 名（99%）が活動的であり，B 中学校と比べて男子の

割合が高かった（χ2 (1) = 11.36，P = 0.001）。しかしながら，

その他，全体，男女，学年の割合には学校間に差がみら

れず，被害があった A 中学校の運動・スポーツ実施状

況は，B 中学校と比べて変わらなかった。また両中学校

ともに，中学 1，2 年生に比べて，中学 3 年生の不活動

的な者の割合が高い傾向がみられた。

　表 4 には，非活動時間の平均と標準偏差を示した。平

日では，全体（P < 0.001），男子（P = 0.001），女子（P = 0.002），

及び 2 年生全体（P = 0.002），2 年生男子（P = 0.026），2

年生女子（P = 0.023），3 年生全体（P = 0.009）で差がみられ，

東松島市のA中学校の生徒は，青森のB中学校と比べて，

一日あたりの非活動時間が有意に高かった。一方，休日

における非活動時間は，中学 2 年生のみでみられたが，

その他，全体，男女，学年で有意な差がみられなかった。

被害のあった東松島市の A 中学校のみ，学校の設備管

理を担当する教諭 5 名が自由記述形式で回答し，学校及

び学区内の運動・スポーツ施設の環境について，以下の

ような回答を得た。学校の校庭については，「学校の校

庭は，すでに利用できる状況にあり，授業，部活動等は

行われている。ただし，水捌けが悪く，雨天後，利用が

難しい。」，「サッカーゴール，テニスコートの支柱，フェ

ンスは津波で流され，利用できない。」と回答され，体

育館については，「学校の体育館は，震災・津波によっ

て利用できない。体育館利用再開のためには，立て直し

が必要であり，予算上その目途は立っていない」と全く

利用できない状況にあった。一方，学区内の運動・スポー

ツ施設については，「一部，避難所として利用できない

状況にあるが，多くがすでに利用できるようになった。」

と回答された。一方，B 中学校は，校長によって環境の

報告がなされ，震災前後で学校，及び学区内の運動・ス

ポーツ施設の環境に違いはなかった。

表２　対象者の身体特性

表 3　HBSC からみた運動・スポーツ活動に関する活動，　

　　 不活動の人数分布割合 (%) とその比較
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４　考察

　本研究では，地震と津波による災害を受けた 2 中学校

の生徒の身体活動状況を明らかにすることを目的とし，

Telama(21) を参考に，性，学年を分類し被災が最小限だっ

た地域の生徒と比較検討した。その結果，被害を受けた

A 中学校は，被害が最小であった B 中学校の生徒と比

較して，運動・スポーツ活動は変わらないものの，A 中

学校の平日における一日あたりの非活動時間は B 中学

校と比べて有意に高く，日常生活も含めた身体活動は減

少していると考えられた。

　運動・スポーツ活動が学校間で変わらなかった要因と

して，震災発生から 5 か月後，A 中学校では，学校の体

育館は利用できないが既に校庭が利用可能であったこ

と，あるいは学区内に利用可能な運動・スポーツ施設が

あり部活動を継続して行えたことが考えられる。A 中学

校の部活動への入部状況について，運動・スポーツ活動

には 270 名（72%）が入部しており，文化部まで含めた

場合，336 名（90%）が部活動に所属していた。部活動

が週 5 日以上行われていると回答した者は 221 名，週 3

日以上まで含めれば 262 名が行われていると回答してい

た。運動・スポーツ活動に入部している生徒の割合は，

HBSC の活動とされた生徒の割合（全体 71％）とほぼ一

致している。

　HBSC を用いて生徒の運動・スポーツ状況を評価した

Booth et al.（16）では，平均年齢 13 歳の集団における活動

的な男子は 71%，女子は 61%，さらに，平均年齢 15 歳

の集団における活動的な男子は 75%，女子は 55% と報

告している。これら割合と比較してみると，本研究の A

中学校の男子生徒は，1 年生から 3 年生までそれぞれ順

に，92%，99%，62%（全体 85％）であり，一方，女性は，

77%，67%，32%（全体 57％）が活動的であり，部活動

を引退する時期にあった 3 年生ではその割合が男女とも

少ないが，2 年生までは先行研究より高いことが推察で

きる。すなわち，国外ではあるが，同年代の子どもと比

較しても，被災後 5 か月が経過した本研究における被災

地の運動・スポーツ活動を行っている生徒の割合は変わ

らず，むしろ高い可能性が示唆された。

　一方，一日あたりの平日の非活動時間では，A 中学校

がB中学校と比べて有意に高い値を示した。このことは，

運動・スポーツ活動以外の活動，すなわち，日常生活活

動が減少していると思われる。学校から帰宅した放課後

では，被害を受けた生徒の身体活動が減少しており，一

日の総活動時間でみれば不足している可能性が示唆され

た。原因の 1 つとして自宅周辺環境の変化が考えられる。

A 中学校がある東松島市の被害状況は，全壊が 5,484 戸，

大規模半壊が 3,050 戸，半壊が 2,495 戸，一部損壊が 3,518

表４　一日あたりの中学生の非活動時間（分）の平均値，及び標準偏差とその比較
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戸であり，道路被害状況は市内全域であった（22）。市内

地区によって差はあるものの，震災後 5 か月後時点で A

中学校学区内の復旧作業は行われており，生徒が放課

後，学校と居住との往復以外の外出は容易でなかったこ

とが考えられる。また，スチュアート・サンディーン（23）

によると，震災後 2 か月後から 1 年間は幻滅期にあり，

子どもによっては落胆・憤慨・不安などのネガティブな

気持ちが表れ，外にでかける気持ちが湧いてこない状況

にあるとも考えられる。

　国内外の子どもに関する身体活動ガイドライン（11,24）

では，心身の健康のためには中等度以上の活動を一日あ

たり 60 分以上行うことを推奨している。ガイドライン

時間と非活動時間との関連性をみた先行研究（25）では，

2003 年から 2007 年まで 34 か国，72,845 名の 13 歳から

15 歳について検討しており，テレビ視聴，コンピュー

タゲーム，友達と話すなど非活動時間が 180 分を超える

子どもは，ガイドラインに比べて身体活動が不足してい

たと報告している。これら研究（25）では，学校での学業

時間，宿題による非活動時間が含まれていない。した

がって，授業時間の 300 分，及び宿題時間の平均 60 分（26）

を差し引いて考察すると，およそ 540 分以上の非活動時

間ではガイドラインを満たしていない可能性が高まる。

被災地の A 中学校の平日における一日あたりの非活動

時間では，全体では 553 分，男子では 527 分，女子では

581 分と高い値を示し，男子はほぼ変わらないものの非

活動時間 540 分を超えており，これら比較から身体活動

が不足していると推察される。540 分でみた場合，A 中

学校では 217 名（58%），B 中学校では 167 名（42%）が

それぞれ超過していた。その他，子どもの非活動時間を

報告した研究について，1990 年から 2010 年までの 20 年

間をレビューした Pate et al.（27）の研究では，調査票によ

る一日あたりの非活動時間の範囲が 282 分から 480 分と

報告している。米国で行われた大規模調査の the National 

Health and Nutrition Examination Survey（NHANES） の 研

究（28）では，12-15 歳の 1 日あたりの非活動時間を，男女

の順に，444 分，462 分と報告している。これら研究から

見ても，被災地 A 中学校の生徒の非活動時間は長く，身

体活動が不足していると思われる。

　以上をまとめると，震災 5 か月後の運動・スポーツ活

動は，本研究の被災地 A 中学校の生徒は被災がほぼ無

かった B 中学校や国外の研究と比較しても不十分でな

い可能性が高く，要因として校庭，あるいは近隣の運動・

スポーツ施設で部活動を行うことができる環境が確保さ

れていたことが考えられる。一方，非活動時間が高かっ

たことから座位による低強度の活動が増加していると考

えられた。被災地には，部活動を行う環境が極端に制限

された地区もある。A 中学校以上に被害を受け，さらに

部活動が制限された学校では，運動・スポーツ活動も不

足していると考えられる。学校，学区内の運動・スポー

ツ施設の被害状況の違いが及ぼす影響を比較する必要が

あるだろう。また，東北地方では，冬は降雪によって校

庭が使用できなくなる可能性が高い。体育館が利用でき

ない状況がこのまま続けば，降雪により校庭での活動も

制限され，さらに身体活動が減少することが推察される

ため，縦断的に評価する必要がある。

　最後に，災害時の校庭の機能について，今後，災害が

生じた場合，校庭を早期に復旧させれば，子どもの運動・

スポーツ活動はある程度確保できると本研究の結果より

考えられた。2005 年米国の大型台風による災害後の公

園利用状況を報告した Rung et al.（29）は，災害後，18 歳

から 75 歳以上（平均年齢 39.5 歳± 13.2 歳）の成人に対

するコミュニティ（Social Capital），身体活動の改善の場

として，近隣公園が活用されていたことを報告し，徒歩，

あるいは自転車で 15 分以内圏内に公園がある場合，災

害後，身体活動を行っている者の割合が高まっていた。

子どもにとっては，校庭が，コミュニティ，身体活動の

場の一つであり，早期に日常生活を取り戻す場となるか

もしれない（3,4）。現在，校庭が使用できない，あるいは

校庭の使用が制限されている個所が存在している。生徒

の活動を確保し，心身の健康を維持，増進させるために

は，校庭，あるいは公園を早急に整備するなどの対応策

が望まれる。

　研究の限界として，まずは青森市にある B 中学校の

生徒も，親族の喪失，報道から少なからず震災の影響

は受けている可能性もあるが，それら要因は把握でき

ていない。次に，本研究は，震災後 5 か月という時期で

あるため，学校の教職員，中学生の負担を考慮し，最小

限の自記式質問調査のみで評価しており，子どもたち一

人一人の被害状況等を十分に把握できていない。3 つ目

に，東松島市の中学校には直接持参したが，学校長宛に

配布・持参後は両中学校共に担任の先生から生徒に配布

されたため，直接持参した事による回答への影響はない

と考えられる。最後に，2 校による比較であるため，今

後の課題は，さらに対象校を増やして被災地との比較、

あるいは我が国の子どもの非活動時間について現状を調

査することである。これら限界点はあるが，子どもたち

の身体活動状況が好ましくない状況にあることを示せた

ことは，学校現場，保護者，行政，ボランティア等子ど

もの健康を考える方々への一資料となるものと考えられ

る。

５　結論

　本研究は，東日本大震災によって被害を受け，学校，

学区内の運動・スポーツ施設の利用が一部制限されてい

る宮城県東松島市 A 中学校と震災による影響が最小限

であった青森県青森市 B 中学校の生徒について比較検
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討した。その結果，以下の知見を得ることができた。

1.　 運動・スポーツ実施状況は，学校間に違いがみられ

なかった。

2.　 平日の一日あたりの非活動時間では，A 中学校の生

徒が B 中学校に比べて有意に高かった。

　以上より，震災 5 か月後，本研究のような大震災の被

害を受けた中学生の平日における非活動時間が高まって

おり，日常生活活動が減少していることが示唆された。

―付　記―

　本研究は，JSPS 科研費 23700810，及び文部科学省私

立大学形成地盤事業 S1103002，東北学院大学平成 24 年

度「震災に関わる学長研究助成金」による助成を一部受

けて実施された。
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